

































泉とし， そしてその利潤獲得に影響をIもた ら す 意 志 決 定（profit-affectingdecisions
）を行い， かつ利潤の創造に直接重要な役割を担う経営者の執行を
刺激するために，彼等の固定的俸給構造（a fixed salary structure）に臨時に
付加される報酬であるとい うことができるであろう。　
したがって，この制度に対する用語も, executive bonus plan, executiveincentive compensation plan,
   management incentive plan,    officers'and key employees' compensation
plan ， profit incentive plan,   profitsharing bonus, profit
participation plan, incentive bonus plan, incentive












2. 普 及 状 態　
ボーナス制度の普及は，歴史的には，国民経済の変動や企業収益の増減を
反映して，一般にかなり大きな変化を示しながら今日にいたっている。とり











同じく製造業についての1975 年のThe Conference Board の調査結果によ
ると，年間売上高5 億ドル未満の会社り ボーナス利用率がnoo/ であったのに






















Harland Fo χ， Top Eχecutive Compensation, Studies in Personnel Policy,No.
 213,  National Industrial Conference Board, 1969，p. 13.　　　　　　　　　




























Harland Fox, Top E χecutive Compensation, Report No.   706.   The Con-　　　　ference Board, 1976,
  p. 4.
し て急 速に 拡大 してき てい る ことが わか る。 ちな みに ，1963 年 の ボ ーナス制
度 の産業 別 普及 状 況につ い て，NICB の調 査結果を み る と，製 造業 の利 用率
は49 ％, 商業 銀行 のそ れは■＼oq/であ って， ガスお よび 電 気事業 に おい ては 全
2）
く利 用さ れ てい なか った。　1
）Harland Fox, Top Executive Compensation,    Report No.    706,   The Con-　　ference Board,





















Harland　Fo χ，Top Executive Compensation,    PersonnelPolicy Study No. 193
，The National Industrial ConferenceBoard,
 1964,  p. 5.
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3. 目的 と設 定　　　　 犬　
経 営 者に対 す る ボーナ ス制 度 の 目的 は，NICB の調 査結果 に よると, 62 制
度 の うち54 制度に 明 確に 述 べ られ てい る。 そ の一 般的 目的 は ，「有 用な経営
者 の貢 献に対 して刺 激あ るい は 報 奨（reward ）を与 え る こと」 であ ると され
1）
てい る。 また ， 製造業327 社 の ボ ーナ ス制 度 の 目的 につ い て， 同 じくNICB
の調 査 結果に よる と，「大 部分 の ボーナ ス制 度 の主 た る目的 は， 会 社の利 潤
を 増大 す るた めに ，主要 な 経営 者に対 し て刺 激を与 え る こと であ る」 と述 べ
2）
られ てい る。そ して，他 のい くつ か の制度 は ，次 の事項 に 役立 つ ことを 目的
と して設定 されてい る。 す なわ ち，(a）,忠実 で，誠 実 で， 勤 勉な サ ービスを
確保 す るた めに イ ンセ ンテ ィブを 与 え るこ と，（b）,イェシ ャテ ィブ， 機略 の
豊 か さお よび能 率を 高め るこ と，（c）， 有 能な 被 傭者を 誘 引し保 持 す ること，
（d），会 社 の利 益を 保 護 し，増 進 させ るた めに 刺 激を与 え る こと，（e）， 功績 の
あ る サ ービスに 対 して報奨 す る こと ，な ど であ る。 さ らに ， そ れら の大部 分
の制 度は ，そ の 構造 もし くは形 態 の 相違に か かお りな く，共 通 して株主 の利
3）
益 と保 護 とを 強調 してい る。 それ は ， 明ら かに， 株主 の投 資 を保 護す るた め
に ， ボ ーナス制 度と の関連 に おけ る企 業業 績 の一 層 の向上を 通 じて，そ の投
資に対 す る付加的 利 潤と会 社 の維持 ・発蔓 とを 彼等 のために 保 証す るとい う
こ とが ， 良好な 株主関 係を 維 持す る ため に極 め て重要 な 問題 であ る とみてい
るか らであ ろ ‰　
次 にな お われ われは ， ボ ーナス制 度 の 目的 につい て具 体的に 説 明し てい る
典型的 な事 例と して，以 下 若 干の制 度 を と りあげ て み るこ とに し よう。　　E.














経営 者に 対 す る ボ ーナス制度 の構造 と実 態　 田　41
と し ， あ る 化 学 品 メ ー カ ー は ， 「 被 傭 者 の 発 明 ， 能 力 ， 勤 勉 お よ び 忠 誠 心 に よ
っ て
会 社 に 好 成 果 を も た ら し た り， 会 社 内 の 被 傭 者 の 利 益 を 一 層 増 進 す る た め に 顕 著 な
貢 献 を し た 者 に 対 し て ， 普 通 株 か 現 金 と い う形 で 報 奨 す る こ と に よ り， そ れ ら の 被
傭 者 に 付 加 的 報 酬 を 与 え る こ と 」 を 目 的 と し て い る 。 ま た ， あ る 航 空 機 メ ー カ ー は ，
次 の よ うに 説 明 し て い る 。「 以 下 の 意 図 の も と に ， 優 れ た サ ー ビ ス に 対 し て 特 別 の
報 酬 を 支 払 う こ と に よ っ て 好 成 果 を も た ら し ， そ し て 会 社 内 利 潤 を 増 大 す る よ う被
傭 者 に 一 層 の イ ン セ ン テ ィブ を 供 与 す る こ と 。 す な わ ち ， ㈲ ， 経 営 者 グ ル ー プに 対
し て 利 潤 志 向 を つ よ め る こ と 。（b), 組 織 間 に 協 力 を も た ら す 態 度 を 醸 成 す る よ う 刺
激 す る こ と 。（c）, 有 能 な 人 材 が 会 社 に 定 着 す る よ う鼓 舞 す る こ と 。(d ）， 新 し い 有 能
な 経 営 者 を 惹 き つ け る た め に ， 会 社 の 機 会 を 改 善 す る こ と工 さ ら に ，あ る 薬 品 メ ー
カ ー は,「 会 社 の業 務 の 躍 進 と 収 益 力 に 最 も 貢 献 す る 経 営 者 や 管 理 者 達 （executivesand managerial personnel
） に 刺 激 的 報 酬 を 支 払 う こ と に よ っ て 株 主 の 利 益 を 増 進
す る こ と 」 を 目的 と し て い る
○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 　　。　
し か し な が ら ， 多 く の 制 度 は ， そ れ ぞ れ 固 有 の 広 範 な 規 定 を 有 し て お り ， 会 社 は ，
そ の 制 度 の も つ 固 有 の 機 能 に よ う て ， そ の 目的 に お い て 明 ら か に 指 摘 し て い る こ と
よ り も よ り 広 い 影 響 力 を 被 傭 者 に 与 え る こ と を 期 待 し て い る 。 た と え ば ， あ る 重 機
メ ー カ ー は ， こ の 制 度 へ の 参 加 は ， 会 社 の 組 織 図 で 示 さ れ て い る 特 定 の 職 位 に 対 し
て の み 許 さ れ る こ と を 明 ら か に し ， そ れ に よ っ て ， 被 傭 者 が そ の 特 定 の 職 位 に 昇 進
す る よ う つ よ く剌 激 さ れ る こ と を 期 待 し て い る 。 ま た 他 の 会 社 は ， 営 業 費 の 節 約 が



















































しかしながら，他方,  1933年と1934 年の証券取引所法に よれば，株主に対
経営者に対するボーナス制度の構造と実態　田　　43
す るボ ーナス制度 の 情報は ，あ る一 定 の方 法 で明示 す るこ とが 規定 され てい
る0 であ る。 ア メリ カの証券 取 引所 のい ず れかに 上場 してい る 株式 会社 は ，1933
年 法 また は1934 年 法 の規則 のも とで， 経営 者 報 酬 の諸制 度 や 約 定
（arrangements ）につ い て， 証 券 取 引所 な らびに 証 券取 引委 員会に そ れぞ れ提
出す る登録 書に記 載 す るこ とが 求め ら れてい る。 それitt> 取 締役 お よび 役員
の報 酬や ， 一定 額以上 の支 給を うげ る 被傭者 の報酬 と 約定 ， ボ ーナス，利 潤ミ
分配 ， ス ト ック・ オプシ ョン等 の諸制 度 の約定 な どで あ る。 こ の ような経営
者 報酬の提示 は ，さ らにSEC 委任 状 規則 に より株主 か ら白紙 委任状を 求 ぬ
るため のproxy statement に おい て も要 求 さ れ，経 営者 報酬 のすべ て の重
要 な事実を 明 らかにす るこ とが 規定 さ れてい るのであ る。　
こ の よ うに みて く ると，経 営 者 報酬 は ，一方 で ，大 部分 の 州の制定法 に お
い て取 締 役会 の権 能 のも とで決定 され ，他方 ，証 券取 引所法 に おい ては， モ
の報酬に 関 す る重要 な 事実 が 株主に 明示 さ れ るとい う関係 にあ るあげ て ，い
ず れに せ よ，報 酬 の基 本的 事 実 の隠蔽 を 防 止 し， 株主 関 係 の良好な 維持に つ
い て大 き な関心 がは らわ れ てい るこ とは 明ら かであ る。
1）Nicholas L. A.  Martucci,  Incentive Bonuses for Executives, Management　Record,
 March,   1956,   p. 82.2
）Dales s. Beach, Personnel バThe Management  of People at  Work,   1965,,　p. 692.3
）Nicholas  L. A. Martucci, ibid・，p. 82.4
）G.   T. "Washington and V.　H. Rothschild,    Compensating the Corporate　Executive,
 vol. 1,   1962,   p.  377・（Appendix X ）・5
）G. T. Washington and V. H. Rothschild,   ibid・， p. 398. （Appendix Z ）・6
）Nicholas L. A. Martucci ， ibid・， pp. 82－83.7
）G. T. Washington and V. H. Rothschild, ibid ・, pp. 355－450.8
）Nicholas L.  A. Martucci ， ibid・，p． 84.　サンプル62制度のうち57制度は，ボ｀
－ナスの受給に参加しない2 人以上の取締役によって委員会が構成されている と
いう。
9）G. T. Washington and V. H. Rothschild, ibid ・， pp. 225一226・10
） 拙稿，経営者報酬と株主関係におけ る諸問題（2）,経営論集第6 号，1977,  3. 19
一38頁参照。11
）Richard c. Smyth,  Bonus Plan for Executives,   Harvard Business Review ，。
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他 の タ イ プ は ， よ り低 い 管 理 階 層 ， 現 場 管 理 者 ， 専 門 職 ， 販 売 員 等 を モ チ ベ
3）
－・トするために拡大するごとができる」と述べ， また， マートシ（NicholasL.
   A. Martucci）は，ボーナス制度への参加資格は，「最高経営者，高級管理T
46


































の 範囲につ い て 明確な 基 準が決 め られ てい ない もの もあ るが ，大 部分 の制度
は ，役員 か ら現 場管理 層に至 る管理 的 被傭者 や一定 の俸 給等 級を 基 準 として
7）
決 められてい る。 しか し，そ れ らの制度 のなかに は ，勤 続年 数を 受 給資格 の
付 加的要 件 とす るも の， 勤続年数 を唯一 の基準 とす る もの， 自社 株 の所有を
要 件とし てい る ものな ど特 異な制 度 も含 まれてい る。 制 度 の受給 資 格範 囲の



























Nicholas L. A.  Martucci,    Incentive Bonuses for Executives,    Management Record,March,














第4 表　 経営者に対 するボ ーナス制度74 の主 要な規定




? 当 金 に 連 結　し た ボ ー ナ ス
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プ・ マネジメン トと ミドル
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合
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Plans,   Management　Record ，9
）
February,  1960,  p. 13.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
9







かに7 ％にすぎなかった（第4 表参照）。 要するに，トップ・マネジメントに
のみ受給資格者を特定する制度の比率は，ますます低下する傾向を示してい
るのに対して，他のマネジ メント階層に対する制度のそれは,   1947年の70％
から1959年の93％に上昇してきているのである。
1）Nicholas L. A. Martucci, ibid ・， p. 83.2
）Graef s. Crystal, Financial  Motivation for Executives, 1970, pp. 129－132.3
）Richard c. Smyth,  ibid・，p. 69.4
）Nicholas L. A.  Martucci ，Computing the E χecutive Bonus Fund, Man α-
gement  Record, October,  1955,   p.  390. ’5
）Dales S レ Beach, ibid., pp. 692－693.6
）Nicholas L, A. Martucci, ibid.,  p. 83.7
） 第3 表においても示されているように，俸給がボーナスの受給資格の基準とし







    Salary cutoff : 年間20, 000 ドル，またはモれ以上の基本給を取得する者。
2.    Salary grade cutoff : 俸給構造の職級18またはそれ以上の職級に格付け さ
れた者。　　
ま　Organizational cutoff : 社長の直接下位にある2 つ の階層に従業している






さらに一定の俸給額と勤続期間を基準とする典型的な 事 例 と し てGeneral　Electric Company 
のボーナス制度がある。同社の報酬委員会が,   1958年に決定
したインセンティブ報酬制度の管理規則に よると，受給資格者の選考基準を次の
ように規定している。　a
 . 当該年度末に，年俸15, 000ドルまたはそれ以上の俸給を取得している従業員。
50
b. 当該年度の12月31日までに，少なくとも12ヶ月勤続している従業員。c.











会社の役 員であ る他 のすべて の従業員。
1）Richard c. Smyth, ibid., p. 69.　　　2
）　Graef s. Crystal, ibid., p. 132・　　　3
）G. T. Washington and V. H. Rothschild,  ibid・， p. 416.8
） ベーカーは，ボーナス制度の受給資格者の範囲につい て,   1935年にサンプル22　




は,    150人以上の被傭者を包含していたといわれる。ちなみに，これらの会社の
受給資格に関する規則は，通常次のように規定していた という。 すなわち，「受
給資格者は，取締役会および役員に よって決定される被傭者でなけれ ば な ら な
い」と。　　　John c. Baker,
   Incentive　Compensation Plans　for E χecutive,   Harvard　Business
 Review, Autumn,   1936,   p. 47.9
）George w. Torrence,    Trends in E χecutive Bonus Plans, Management　Record,
 February,  1960,   p.  13.10












sary personnel ） を指し， これには， 管理者， 総括職長および現場監督者
superintendent, general foremen and first-line supervisors） が含まれ，
そして， その他の重要な管理職員および専 門的 職員 （important admini ・
strative and professional personnel）もまたこの グループに含まれる。George w.




調査結果によると， サンプル74 の制度のうち7o制度（94％）が， ボーナス基
金算定の基礎額を企業利潤に求めていることが明らかにされている（第4 表参



















































































％であったが,   1959年には，それが65％に上昇していたことが明らかにされ
54　　　












































































































合　　　計 18 52 70* ） 100.0
（注）1 ） ボーナス基金の決定において。　　　　　　 十　　　
＊） 残されたA% ＼度のうち，1 制度は配当金と連結され，他の3 制度は取締役会の任意
によってボーナス基金が決定された。　
‥　George w. Torrence,  ibid。，p. 14.　　　　　　　　　　　　 し
経営者に対するボーナクヽ制度の構造と実態　田　　55
れる金 額を 留保 する 比率は ，大 部分 の制度に お い ておお むね5 ～10 ％ であ り，




ところ で ，そ れ らの方 式 は ，い うな れば 株主 持分 の正 当な利 益 を保 護す る
とともに ，経営 者 に対 す るイ ン セン テ ィブ の手 段をい か に合 理的 に決定 す る
か とい う利潤 分配 の適正 化 の問題 に 帰着す る ものとい え る。 した が って， 制
度に よってさ まざ まな方式 の違い はあ って 乱 そ れ らの方式 の 目的に は 自ら
かな りの類似|生かあ る とみなけ れば な らない。 そ こで，以下 か か る方 式 に関
す る実 態につ い て， マ ー トシ の調 査結果を 手 がか りに さらに 詳 しぐ検討 す る
9）























ば な らない と規定 して い る制度 もみ られる。 以下 ，(1)の方式 に 属す る典型 的
な 若干 の制 度 につい てそ の実態を みる ことに し よ う。　　
㈲，消費者用のソフト商品 ／－カー。この会社の制度は,1938年に採択され,1952　
年に改正された。ボーナス基金は。社外発行優先株の配当 金総額，普通株の額面額
合計の5 柘 ％および会社の剰余金額の5 循 ％の総合計額を，資本に必要 と さ れ る
金額として利益から控除した後の残りの利益の10％を限度とする旨規定している。
(b)，銅採掘会社。この会社の制度は,   1951年に採択された。ボーナス基金は，社外
発行株式1 株当り1. 50 ドルの金額を，連結純利益から控除した後の残額の10％まで
の範囲であ る。(c)，波形紙器メーカー。この会社の制度は,   1940年に採択され，そ
の後変更することなく今日に至っている。インセンティブ基金は，連邦所得税と超
過所得税(excess　profit tax) を課される以前の連結純利 益 か ら， 発 行 済 株 式
(capital stock) の60％に等しい額を控除した後の残額の15％として算定される。
(d)，航空機の装置とエレクト1==・ニクスの組立メーカー。この会社の制度は,   1952年



























の定式 につ い ての一 般化 は ，実 際に無 意味であ ると述べ てい る。　
次に ，(2)の方式 に 属 してい る諸制度は ， ボ ーナス基 金 の算 定 前に 資本に 必
要 とさ れ る金 額を 控除 しない とい うヶ－ スであ る。 しか しな が ら ， ボーナ ス
基 金の算 定方 法 と会 社 の利 益につ い ての定義 は， 株主 に対 す る利 益 の不均 衡
な 配分を 防 止 し， 株主 の利 益を 確実に 擁 護す るこ とを 意 図 し てい る。 また ，
そ れらの17 制度 に おい ては ，資 本に 必要 とされ る金 額に つい て特 別な説 明や
基準は省 略さ れ てい るが ，算定 方法 におい て間接 的に そ れ らが 留保 さ れる こ
とを 規定 し てい る。 以 下 ，(2)の方式 に 属する若 干 の制 度 の実 態に つい てみ る
こ とに し よ う。　　
㈲，ボーナス基金は，減価償却費を控除し，そして連邦所得税と州所得税を控除















課税後の1 株当り利益に関連して算定される。すなわち,  1 株当り1 ドル以上2  ド
ル未満の利益に対しては12セント，2 ドル以上3 ドル未満の利益に対しては8 セソ
ト・3 ドル以上4 ドル未満の利益に対しては5 セント，4 ドルを超える利益に対し
ては1 ドル毎に3 セントの率で計算される。その基金は， 課税前の年間利益総額の
0 7oを超えてはならない。　
以上 述べ た 諸制 度 の方 式 は ，そ れぞ れ ボー ナス基金 の最 高限 度 額を 定 め，
また， 純利 益 ，粗 利益 ， 基 本給 ，1 株利 益等 と の関 連 に おい てそ の基金 の算









年間利益が300 万ドル未満の場合はその7  ％ 年間利益が300万ドル以上350
万ドル未満の場合はそのQ   O/ 年間利益が350 万ドル以上の場合はその9 が。
インセンティブ基金は，所得税引当金を控除する以前の利益から算定される。(b),
   1550万ドルの資本に必要とされる金額を控除した後に，インセンティブ
基金は次の比率で算定される。最初の600 万ドルに対してはc; 0/ 次の270
万ドルに対しては4 ％, 次の270 万ドルに対しては3 ％i また次の270 万ド
ルに対してはO   0/ そして年間純利益との差額に対しては1 ％。(-)，インセ
シティブ基金は，資本に要する金額，すなわち，優先株の配当金額と普通株1
株当り最低6 ドルの合計額を年間純利益から控除した後，次の定式で算定
される。社外発行株式1 株当り6 ～6.99 ドルの場合は利 益 の2 植%,     8～8.99
ドルの場合は利益の3 晦% ，9 ～9.99ドルの場合は4 ％，10 ～10.99ド
ルの場合は利益の4 凭％，11～11.99ドルの場合は利益の5 ％，12 下ル以上
Jaゝ14）












経 営 者に 対す るボ ー ナス制度 の構 造 と実 態　 山　59
る ボ ー ナ ス の 総 額 は ， 社 外 発 行 株 式 に 支 払 わ れ る 配 当 金 総 額 のZ0 ％ を 超 え て
は な ら な い と 定 め ら れ て い る 。 た だ こ の 制 度 の 場 合 ， 当 初 決 定 さ れ た ボ ー ナ
ス 基 金 に 対 し て 支 給 総 額 が 少 な い 場 合 に は ， そ の 余 剰 分 は 次 年 度 に 繰 越 さ れ
る こ と が 定 め ら れ て い る 。
∧ 他 の ヶ － ス と し て は ， あ る 運 輸 会 社 の 規 定 を み る こ と が で き る 。 ボ ー ナ ス
基 金 は ， 連 邦 所 得 税 と 社 外 発 行 普 通 株1 株 当 り2 ド ル の 資 本 に 要 す る 金 額 と
を 控 除 し た 後 の 純 利 益 の じ10 ％ を 超 え な い 額 と 定 め ら れ て い る 。 さ ら に ，「 イ
ン セ ン テ ィ ブ 基 金 勘 定 」 は ， そ の 定 式 に し た が っ て 貸 方 に 記 入 さ れ る が ， モ
の 支 給 に つ い て は ， 各 受 給 参 加 者 は5 万 ド ル 以 上 の ボ ー ナ ス を 支 払 わ れ る こ
と は な く ， ま た 会 社 が 普 通 株1 株 当 り2 ド ル 以 上 の 配 当 金 （ そ の う ち 少 な く と
も1 ド ル は 現 金 で 支 払 わ れ る ） を 支 払 う 場 合 で な け れ ば ボ ー ナ ス の 支 給 は 行 わ
な い と い う 特 別 の 規 定 に よ っ て 支 給 額 が 制 限 さ れ 七 い る 。 こ の 制 度 も ま た ，
ボ ー ナ ス 基 金 総 額 に 対 し て 支 給 総 額 が 少 な い 場 合 に は ， そ の 余 剰 額 は 次 年 度T
15）
に 繰 越 さ れ る こ と が 規 定 さ れ て い るO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　
，・　　　　　　　
「　
こ の よ う な ボ ー ナ ス 基 金 の 厳 し い 制 限 は ， 証 券 取 引 委 員 会 が 介 入 す る 以 前T
に は 殆 ど み ら れ な か っ た こ と で あ る 。 今 日 の 制 度 は ， 法 的 に も そ の 基 本 的 構
成 内 容 が 株 主 に 明 示 さ れ る こ と が 求 め ら れ て い る し ， ま た 「 株 主 に よ る こ の
制 度 の 事 前 承 認 は ， イ ン セ ン テ ィ ブ 価 値 を 保 持 す る こ と と ， 株 主 と 経 営 者 の
16」
利 益 が 一 致 す る と い う こ と を 保 証 し て い る と い っ て よ い 」。　
し か し な が ら ， 実 際 問 題 と し て あ ま り に も 厳 し い 制 限 規 定 を 設 げ る こ と に
ょ っ て ， ボ ー ナ ス 基 金 が と る に た ら な い よう な 金 額 に な る と す れ ば ， 普 通 以
上 の 努 力 を 払 っ て 業 績 を 向 上 さ せ よ う と い う 制 度 の 重 要 な 動 機 上 の 価 値 を 失
う こ と に も な り か ね な い 。 し か 乱 ボ ー ナ ス 制 度 を 有 し て い る 企 業 が ， そ れ
を 有 し て い な い 企 業 に 比 較 し て 「 よ り 多 く の 利 潤 」 を う み 出 し て い る と い う　
17）
事 実 は ，AMA の 調 査 結 果 に よ っ て 乱 ま た パ ッ ト ン の 研 究 に よ っ て も 明 ら
18）
か に さ れ て い る と こ ろ で あ る 。 も ち ろ ん ， ボ ー ナ ス 基 金 に 割 当 て ら れ る 利 益 ユ
の 比 率 が 異 常 に 高 ま る こ と が あ れ ば ， 好 ま し く な い 反 応 が ， 特 に 株 主 か ら 生
じ る こ と は ， 過 去 の 数 多 く の 事 件 が 実 証 し て い る と こ ろ で あ る 。 今 日 ， ボ ー
ナ ス 制 度 の 定 式 が 特 に 重 視 さ れ て い る ゆ え ん 乱 実 は こ の よ う な 事 情 を 背 景
と し て い る か ら で あ る 。　








残 り の22 制 度 は ， 課 税 と の 関 連 に つ い て 言 及 し て い な か っ た と の べ て い る 。
また，最近の傾向をみると，これまでのべてきた即時支給型の場合には，
課税前の純利益にもとづく会社が2 対1 の比率で課税後のそれよりも制度数
心おいて優っ-cいる。また，据置支給型の場合には,  4樋対1, 両者の混合







1）Richard c. Smyth, ibid., p. 69.2
）Richard c. Smyth, ibid.,  p. 69.3
）Milton L. Rock, Handbook  of  Wage   and Salary    Administration,   1972,　part 7.
一一p.  47.4
）Milton L. Rock, ibid ・, part 7. －p. 47・5)
    Nicholas L. A. Martucci, ibid., p. 391.6
）G. T. Washington and V. H.   Rothschild,  ibid., p. 73・7
）George w. Torrence ，ibid., p. 14.8
）Richard c. Smyth, Financial  Incentives for Management,   I960,   p. 97・9
）Nicholas L. A. Martucci, ibid.,  pp.  391―392 参照。10
）　G. T. Washington and V. H. Rothschild,  ibid・, p. 420 （Appendix CC ）11
）G. T. Washington and V. H.  Rothschild, ibid・，p. 364 （Appendix V ）12)
    G. T. Washington and V. H. Rothschild, ibid.,  p. 67・











































A.  M.  Castle   　　14 ％ 株 主 持 分American
Radiator and Stand-　
ard Sanitary ●●●●●●●●丁●●●●●●●●●●●●●●●●●●　　12％ 投 下 資 本Joy
Manufacturing ●丿丿●●●●●丿●丿●●●●●●●●●●　　10％ 投 下 資 本Lamson
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